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1 はじめに 
2011年 3 月 11日に発生した東日本大震災によって
甚大な被害を受けた．死者 18524 人の主な死因は津波
に襲われ溺死したものである．津波の恐ろしさを痛感
することとなった．対策や予測をするためには地震に
よる地盤変動を把握することは重要である．しかし，
海底地震の観測を行うための機材の設置，観測範囲の
限定があるためすべての観測は困難である．そこで地
震によって発生した津波から地盤変動の把握へ迫り
たい．必要になる条件として津波の初期波形の決定が
ある．初期値解析の手法として気象庁が天気予報する
際に使用する四次元変分法などがあり．この手法はさ
まざまな観測データを用いた高度な初期値解析手法
である．そこで，観測された波形より津波の初期波形
の決定を行いたい． 
そこで本研究では，津波の観測波形のデータから初
期波形を導く同定化手法の確認を行う．同時に同定を
行うための条件の解明を行う．そして津波の初期波形
を同定することを目的とする．尚，地震により津波が
発生し水面での上昇が終わったものを初期波形と定
義する． 
津波の同定化手法として随伴法を用いた．初期状態
の評価を行うための指標として評価関数を与え，支配
方程式の制約条件を満たす最小化問題と変換し初期
状態の同定を行う．支配方程式には線形浅水長波方程
式と保存系の非線形浅水長波方程式をそれぞれ用い
て行った．数値解析例として一次元と二次元の波形を
それぞれ用いて観測点の影響の比較を行った． 
数値解析例として東日本大震災の津波をモデルに
行う． 
2 観測波 
東日本大震災の被災地には，沖合 20㎞，水深約 200m
の位置に GPS波浪計が 6 点，陸地には津波観測計が 6
点設置されている．観測波の中で第二波以降は観測器
の破壊や故障によってデータが不足しているものが
多い．そのため津波の初期波形の同定を行うために観
測された波形の第一波を使用する． 
3 支配方程式 
津波のように長周期波の挙動を表現するために浅
水長波方程式を使用することが一般的である．今回の
支配方程式には以下の線形浅水長波方程式を用いる． 
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        はそれぞれ流速，位変動量，重力加速度，水
深である． 空間方向の離散化には有限要素法に基づ
いた線形一次補間，時間方向の離散化には計算時間の
短縮するために二段階陽解法を適用させている． 
4 定式化 
4.1 評価関数 
本研究では津波の初期波形を同定することを目的
としている．そこで観測された水位変動量~と計算で
導いた水位変動量との差の二乗和を用いて，評価関
数 Jを以下のように定義する. 
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Q は水位変動量に係る重み関数である．評価関数 Jが
最小になることは観測波と計算値の差がなくなるこ
とであり，初期状態が同定さることと等価である． 
4.2 随伴方程式の導出 
 同定化手法を適用ためには，支配方程式の制約条件
を満たす必要がある．Lagrange未定乗数と支配方程式
を用いて評価関数を拡張する必要がある． 
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とζは Lagrange 未定乗数を示し，式(4)は拡張評価
関数を示す．評価関数が最小であるときの停留条件と
して拡張評価関数の第一変分である式(5)を適用する．
停留条件を考慮することにより以下の式が得られる． 
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式(6)，(7)は随伴方程式であり，式(8)は随伴方程式の
終端条件である． 
4.3 最小化手法 
評価関数を最小化させるためには推定した初期波
形の更新を行う必要がある．そこで重み付き勾配法を
拡張評価関数に組み込み，式(9)の修正評価関数を導く
必要がある． 
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修正評価関数にも停留条件を適用することで以下の
更新式が得られる．式(10)を繰り返し計算することで
評価関数は最小値に収束し初期形状が決定される． 
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5 検証 
5.1 同定化手法の検証 
同定方法の検証例として，一次元の初期波形の同定
解析を行った．計算領域として図 1のような矩形の計
算領域を使用した．観測点は領域の右端に 3点設置し，
水位変動量の観測を行った．  
 
図１ 矩形計算領域 
 
図 2初期条件と同定結果 
目的とする初期波形を 2.0[m](赤線)とした．想定した
初期条件を 1.0[m](青線)と設定し同定を行った．観測
点での水位変動量を用いて評価関数を導く．評価関数
がゼロに収束するまで繰り返し計算を行い，その結果
を図２の黒点で示す．同定結果として，想定した初期
波形は目的の初期波形と一致している．この結果より
一次元の波の同定が可能である． 
5.2 二次元の波形の同定 
目的とする初期波形を二次元性に拡張するために
図３の計算領域を用いて計算を行う．今回の目的の波
形として図 4の波高４ｍのものを使用する．観測点は
計算領域の各辺の中心，四ヵ所に設定する． 
 
図 3 計算領域 
 
     図 4 目的の初期条件 
 
図 5更新領域無し 
 
図６ 更新領域有り 
同定結果として図５が得られた．目的とする波形と
は別の範囲で波が発生し評価関数が最小値に収束し
てしまった．本来波が発生していない領域での波の更
新をなくすために初期波形の更新領域を定めて同定
を行う．更新する領域として，目的の波形の周囲を更
新領域として与え行った．その結果として図 6が得ら
れる．波高は 3.2[m]まで同定することができた．同定
をする際は，更新領域を限定する必要がある． 
5.3 観測位置と観測点数における同定への影響 
観測位置や観測データ数は同定結果に与える影響
が強いと考えられる．そこでこれらの調査を行う． 
目的とする初期波形と更新領域は前節と同様のもの
を使用する．今回は図 3 の計算領域の境界上に観測点
を表 1のようにそれぞれ設定し，観測位置と観測点数
による同定への影響を調べる．表１において角度は，
境界上における観測範囲を初期波形の中心角で示し
たものである．Case2 と Case6 は不連続観測点を想定
する． 
観測点数と位置 
  Γ １ Γ ２ Γ ３ Γ ４ 角度 
Case1 100 100 100 100 360° 
Case2 100 0 100 0 90°,90° 
Case3 100 100 0 0 180° 
Case4 100 0 0 0 90° 
Case5 200 0 0 0 90° 
Case6 50 50 0 0 45°,45° 
表１ 観測点の位置と個数 
  
 
図 7 観測点数と位置を変えた解析結果 
観測点数が多く広範囲に設定されていると高精度を
得られることがわかる．観測点数が多いほど同定結果
は高精度のものが得られることが分かるが，観測点数
を多くするよりも広範囲に観測点を設定した方が精
度を高くなることがわかる． 
5.4 東日本大震災の津波同定 
2011 年 3 月 11 日の東日本大震災で発生した津波を
モデルにした数値解析を行う．図 8は今回使用した計
算領域と有限要素分割図を示したものである．計算領
域として地震の震源地を中心に一辺 400[㎞]の領域を
使用した．浅水域における波の非線形性や，複雑な波
の反射などを減らすために漁港などの細かい地形は
削除している．今回使用した有限要素分割図は日本水
路境界のデータから水深を考慮して分割幅に粗密付
を行い作成したものを使用している．総節点数と要素
数は 18512 点と 35769 個となった． 津波の観測点と
して実際に観測点が設置されている６か所を利用し
た．図９のように目的の初期条件を 5.0[m]と設定し，
地盤変動による初期波形推定が 3.0[m]であった場合に
おいて同定を行った．初期波形の設置場所は実際の震
源域を利用している． 
 
 
図 8 計算領域(太平洋) 
 
図 9 目的の初期波形 
 
図 10 同定結果  
更新領域を与えずに同定を行うと評価関数は零には
収束せず，観測点での位相が一致するように波形が更
新されてしまう．そこで地盤変動量があった領域を更
新領域として同定を行うことにより，評価関数は零に
収束するとき図 10 の同定結果が得られた．同定結果
の波高は 4.3m であり目的の波形に近い波形が得られ
た．陸地での観測波などを考慮した場合，同定結果を
高めることができると考える．本同定化手法を用いて
津波初期波形の同定できたことを示せた． 
Eta=5.0m 
 
Eta=4.3m 
 
6 非線形浅水長波方程式への適用 
6.1 保存系非線形浅水長波方程式 
支配方程式を保存系の非線形浅水長波方程式に適
用しなおして同定を行う．保存系浅水長波方程式は以
下のように示す． 
  は流量を示す．今回，流体の粘性と底面摩擦は無視
する. 
6.2 随伴係数の導出 
同定化手法は線形と同様に行うため，評価関数は式
(3)を使用する．式(11)，(12)を適用させ拡張評価関数
を導き，停留条件である式(5)および修正評価関数の式
(9)を適用することによって以下の随伴方程式，停留条
件，更新式をそれぞれ得られる． 
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式(17)において
１
 ２
は十分に小さい値になるため係数と
して扱い補間係数を減らす． 
7 検証(非線形) 
7.1 同定化手法の検証 
支配方程式を非線形浅水長波方程式に変えた場合
の同定化手法の検証を行う，検証内容は線形の一次元
の波形を同定するものと同じ波形を使用する． 
 
図 11 評価関数 
 
図 12 同定結果 
図 11 は線形と非線形の浅水長波方程式を用い際の
それぞれの評価関数の移行を示した．評価関数が最小
値に収束するまでに非線形の方は繰り返し計算が多
くなる．図 12 は同定された初期波形である．この結
果から，非線形においても同定化手法の適用は可能で
あることがわかった．線形に比べ評価関数が不安定で
あるため，波形は目的の波形と別の波形に収束するこ
とになった．今後，同定精度を高める手法の導入が必
要となる． 
8 結論 
本手法によって初期波形の同定化手法について確
認することができた．同定結果に与える影響の要因と
して，更新領域，観測点数と観測位置がある．地盤変
動領域の情報を同定の更新領域に使用しことで精度
を高く行える．また，観測点数は少ない場合は広範囲
に設置することによって補うことができる．東日本大
震災の津波をモデルの同定を行うことできた．観測点
を増やし更なる高精度な解析を行う必要がある．非線
形方程式においても同定が可能であったが，改善が必
要であることが分かった． 
 今後の展望として，非線形の同定化手法として一次
の随伴方程式を用いて行っているが，二次随伴方程式
へ拡張し高精度化をしていく．  
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